
 

 

 熊谷市公共施設アセットマネジメント基本方針で示した今後約４０年間の抽象的な目標（面積ベースで建物43％

削減、金額ベースでインフラのコスト40％以上縮減など）を、2017～19年度の3年間で、施設分野別の個別

計画（いつ、どの施設を統廃合するかなどを記載）として具体化します。基本計画は、その検討に際しての「基準」

や「枠組み」を提示し、議論の拠り所となることを目指したものです。基本計画の基準・枠組みにのっとり、客観

的なデータ・分析に基づき、市民の考えをよく聴いて、個別計画を策定します（第１章。図表1-2-3参照）。 

 

①基準・枠組み ＝ 基本計画（2017年4月策定）        （2017～19年度の3年間で） 

 ②データ・分析 ＝ 施設白書（2017年度上半期作成予定）     個別計画（具体的な施設の 

 ③市民の考え ＝ 市民アンケート（2017年度実施予定）など    統廃合計画）を策定 

 

 
 

 

 

 

 

 

次のような実施基準を定め、また、視点を提示します（第２章）。 

 

【実施基準】 

①新規整備に関する実施基準（21～23頁） 

  廃止とセットのハコモノの新規整備の許容、インフラの新規整備の抑制 など 

 ②ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）計算の実施基準（24～26頁。右図参照） 

  ＬＣＣの７～８割を占めるランニングコストに留意した更新等の検討 など 

 ③長寿命化の実施基準（26～28頁） 

  長寿命化実施の目安（耐用年数のおおむね６０～７５％を経過する期間内に実施） など 

 ④耐震化の実施基準（29～31頁） 

不要施設の耐震化不実施、築年数経過施設の建替え等検討、必要に応じた使用停止等の措置 など 

 ⑤ＰＰＰ／ＰＦＩ導入の実施基準（32・33頁） 

  ＰＦＩの導入、ＰＰＰの研究 

 ⑥施設再配置の実施基準（34～38頁） 

  ハコモノ施設の再配置等の前提となる市域区分（５つのエリア分け。図表2-1-6 C参照） など 

 ⑦管理・推進体制構築の実施基準（39・40頁） 

  専任部署の設置の検討、個別計画策定業務の事務分掌 

 

⑧アセットマネジメントの推進 

による財源捻出の実施基準 

（41～44頁） 

 積極的な統廃合の検討 など 

⑨使用料・利用料金の見直しの 

実施基準（45～49頁） 

  公営企業の施設における検討、 

一般の施設における検討（市 

民全体の意見（市民アンケー 

ト）と利用者の意見双方を尊 

重した見直しと結果の公表。 

図表2-2-2 D参照） など 

 ⑩補助制度利用の実施基準（50 

頁） 

  補助制度利用の前段階での検 

討の必要性 

 ⑪基金の設置とその積立て及び 

取崩しの実施基準（51～53 

頁） 

  公共施設建設基金の活用等の 

検討、積立ての条件及び積立  

目標額 など 

 

【視点】 

 １ 地域公共交通再編の視点  

～ 施設統廃合に必須の地域 

公共交通の充実（54～56 

頁） 

 ２ 人口減少対策の視点 ～ ア 

セットマネジメントの前提 

に対する取組（57頁） 

 ３ 福祉施策・健康増進施策との 

連携の視点 ～ 誰にとって 

も使いやすい施設へ（58頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表1-2-3】総合振興計画、基本方針、基本計画及び個別計画の計画期間と相互の関係（一部抜粋）

年度（西暦）
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（運用・見直し）

基本方針

基本計画

施設分野別
の個別計画

策定
期間

（原則）

実施期間

前半

第２期 第３期 第４期

前半

計画期間 （実質３８年間）

計画期間 （４０年間）

後半 前半 後半 前半 後半

後期
（現行）
後期

　　　　　　　（第
前期

４次）
　　　後期

（第５次）

前期
総合振興計画

　　　　　　　（第
前期

２次）
　　　後期

　　　　　　　（第
前期

３次）
　　　後期

後半
（期割）

　　　　第１期

※施設分野別に対象施設が１つでも存続の場合は、運用・見直しを継続（全て廃止・除却により終了）

★基本計画の役割 ～市民と市が共につくる計画のための「基準」と「枠組み」の提示～ 

★「基準」の概要 ～基本的な考え方、留意点としての実施基準と視点～ 

熊谷市公共施設アセットマネジメント基本計画【概要版】 

【図表2-1-6 C】総合振興計画土地利用構想の趣旨を踏まえた５つのエリア
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＊1　薄灰色の区域界とこれに付された名称は、各小学校の校区を示しています。

＊2　人口は、2016年1月1日現在の行政区（旧大字等）別の住民基本台帳人口を

　　上記の地区別に集計したものです（概算）。

＊3　各駅勢圏は、熊谷・籠原・行田の3駅については半径2ｋｍ、その他の駅については半径1ｋｍで想定しています。
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（凡例）

文小島

江南北

文

三尻

新堀

西部エリア

47,500人（23.7％）

南部エリア

27,200人（13.6％）

東部エリア

27,100人（13.5％）

北部エリア

36,200人（18.0％）

・

籠原駅

文

熊谷駅

・

行田駅

文

ソシオ流通

センター駅

石原駅

上熊谷駅

ひろせ野鳥

の森駅

大麻生駅

中央エリア

62,700人（31.2％）

※ 章名・頁数・図表の番号は、基本計画本編に対応しています。 

【図表2-2-2 D】市民全体と施設利用者との適切な分担

n = 0% n = 100%

適切な負担割合はどこに？

ｎ

対　象　施　設　の　ト　ー　タ　ル　コ　ス　ト

⇦ 利用者が負担する範囲 ⇨ ⇦ 市 民 全 体 で 負 担 す る 範 囲 ⇨

減価償却費

維持管理運営費

利用者が負担する範囲 市 民 全 体 （ 税 金 ） で 負 担 す る 範 囲

建物のＬＣＣの内訳（概念図）

　～建設費は２～３割程度。大半は維持費

（出典）「建築物のライフサイクルコスト」（監修/
　　国土交通省大臣官房官庁営繕部、編集・発
　　行/一般財団法人建築保全センター）

建設費

運用費修繕費

改善費

保全費

一般

管理費

その他



 

 

 

次のような検討の枠組みを定めます（第３章第１・2節）。 

 

【広域施設と地域施設】（59～61頁。図表3-1-2 A参照） 

  

 

【地域拠点施設】（62～67頁。図表3-1-2 B参照） 

 

      

 

将来の市の施設の在り方として、次のようなイメージを提示します（第３章第3節。 

図表3-3-3A～C参照）。 

 
★「枠組み」の概要 ～検討の枠組みと将来の施設の在り方のイメージ～ 

民間と公共の施設は原

則として別々に立地して

いるため、両方に用事が
あるときは移動に時間が

かかる。

【図表3-3-3 A】現在の施設等の状況（整備・再編前）

各公共施設は分散して

配置されているため、用

事があるときはそれぞれ
に出向く必要がある。

隣接した公共施設同士で

も、原則として別々に管理

運営されているため、駐車
場等の共用がなされてい

ない場合もある。

バスの運行経路はそれ

ぞれ独立に設定されてお

り、連携に課題がある場
合もある。

市内循環のバスと各地

域・エリア内循環のバス

との機能を分けていない
ため、速達性と網羅性の

両立が困難

各公共施設は原則として

別々に管理運営されてい

るため、各施設の利用者
同士の交流の機会も制

限されている。

【図表3-1-2B】地域施設の分類 ～ 中核的地域施設とその他の地域施設（概念図）

小・中学校

中核的なもの
（中核的地域施設）

　　　　小・中学校（複合施設）
地域拠点施設　　　　　　　　　
（広義） 　　　　地域拠点施設（狭義）

地域公民館
保育所

それ以外のもの 児童クラブ
（その他の地域施設） 地域子育て支援拠点

・・・　　　　　など

＊3　地域の実情や要望に応じ、民間施設の誘致などを併せて実施することが考えられます。

＊4　現在公共部門がサービスを提供している施設で民間代替が可能なものについては、複合化のみならず
　　民営化などの視点からも検討すべきです。
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＊1　地域拠点施設（狭義）に、学校体育館を転用した地域体育館（兼防災拠点）が存続することを想定します。

＊2　複合化や機能移転は、原則として既存施設について実施するものであって、必ずしも全ての機能を地域
　　拠点施設にそろえるという意味ではありません。

【図表3-1-2A】検討の枠組みとしての施設の分類 ～ 広域施設と地域施設

広域施設・・・市民全体で共同利用する施設（＊1）
　　　　　　　　　（例）庁舎、ホール、消防署、図書館、コミュニティセンターや拠点的
　　　　　　　　　　　　な公民館、市民体育館、大規模な公園　など

地域施設・・・専ら各地域の住民が共同で利用する施設（＊2）
　　　　　　　　　（例）小・中学校、地域公民館・各種会館、地域体育館、保育所、
　　　　　　　　　　　　児童館・児童クラブ　など

＊1　市の全域を見渡し、人口分布や各エリア・地域間のバランスも考慮して、対象の施設をいくつ・どこに配
　　置すべきか、という視点から、その必要数や配置場所を検討すべき施設。中央、東部、西部、南部及び北
　　部という市域の５つのエリア分けも念頭において検討

施
設

＊2　「地域」としては、現時点における１つの学校区（小学校区・中学校区）又は学校区が複数集まったもの
　　を想定

単独で存続（減築）

【図表3-3-3 C】整理統合・再編後のイメージ（整備・再編後）

地域拠点まで行けば日常の

用事はおおむね足りるような

便利で快適な環境を整備

地域拠点同士を結ぶ各

地域・エリア内循環のバ

ス等（朝夕はスクールバ
ス等）を運行し、専ら網羅

性の面から地域公共交

通を担当（地域内循環

ルート）

民間路線バスとゆうゆう

バス（必要に応じ再編）

は、広域性・速達性を重
視し、駅などの拠点間と

の連結を担当（広域ルー

ト・市内循環ルート）

※ 実際にどのようなイメージが実現するかは、市民・

住民と市が共に考え、今後どのような方針でまちづ

くり・地域づくりを進めていくかにかかっています。

未来は開かれています。

共用の駐車場・駐輪場の整備と

バス停等の設置により、地域公

共交通の結節点として機能

他の広域施設

や駅へ

他の広域施

設や駅へ

他の広域施設や駅へ

各種機能が同じ場所に

集まることで、異なるグ

ループの利用者同士の
交流が生まれ、新たな活

動のきっかけに

複合化

単独存続、地域移管等

（不要な場合は廃止）

移設

誘致
機能移転

複合化

機能移転（学校統廃合）

機能移転

（民間代替）

誘致

複合化

誘致

【図表3-3-3 B】施設の整理統合・地域公共交通再編

のイメージ（整備・再編段階）

地域拠点施設への複合化、機能移転

等と民間施設の誘致を同時に推進。

受入施設は必要に応じ、減築等を実
施（ダウンサイジング）。民間活用等の

ため、跡地を売却する場合もあり

学校統廃合（特に小学

校）の場合、スクールバ

ス等を運行。学校用途の
ない日中は地域内循環

バス等での活用を想定

既存の地域公共交通（民

間路線バスとゆうゆうバ

ス）と地域内循環バス等
との役割分担の明確化

（必要に応じ、ルート再

編）
バス停は、必要に応じ

地域拠点への移設や

増設を検討

必要に応じ、広

域施設への複

合化、機能移転
等や民間施設

の誘致も実施

複合化、機能移転等をしない場合もあり

得る。地域の意見を聴き、実情を踏まえ

たケース・バイ・ケースでの対応も可

増設

※ この図はあくまでも将来的にあり得る１つのイ

メージであって、市の方針や計画として定まった
ものではありませんので、御注意ください。

増設
増設

民間代替可能な機能は、

廃止や民間機能導入によ

り公共床を削減。民間活
用等のため、跡地を売却

する場合もあり

子供のため、

教育環境の向

上を最優先

・・・広域施設

（庁舎、ホール等）

・・・地域拠点

（小・中学校等）

・・・その他の地域施設

（地域公民館等）

・・・民間施設（コンビニ、

薬局、ATM等）

・・・バス停等

・・・利用者の移動経路

・・・バス等の運行経路

（広域ルート・市内循

環ルート）

・・・バス等の運行経路

（地域内循環ルート）

凡例


